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( 1 ) 以下、肩書きはシンポジウム当時のものである。
( 2 ) 日中消費者法国際シンポジウム「中国の食品安全法と私たちの食の安全」が京都産業大
学法科大学院の主催により 2009 年 8 月 6 日にウィングス京都で開催された。








































































南京師範大学法学院 副教授 趙 莉
一 制定背景
1 制定前発生した事件
2013 年 6 月に、南京市江区にある母子家庭で、母親が 4歳と 2歳の女
の子を自宅に 2週間以上置き去りにして、二児を死亡させる事件が起こり





ました。2014 年 4 月に、南京市人民代表内務司法委員会大会が開催され、
上述の議案を審議し、市の立法計画に組み込まれることとなりました。









して、2015 年 12 月 4 日に開催された江蘇省第十二回の人民代表大会常務





護条例」が 2009 年 6 月 1 日に施行されました。また、市レベルでは、広
州、成都、武漢等 8 つの地方都市が、それぞれ未成年者保護条例を制定し
ています。2014 年 12 月 18 日に、最高人民法院、最高人民検察院、公安
部、民政部によって、「監護者が未成年者の法的な権益行為を侵害する問





















































































の事件により、監護 (親権) 喪失制度に関する議論が起こり、2014 年 12

















































( 1 ) 中国の民法通則法によれば、18歳以上の自然人は成人であり、完全行為能力である。
ただし 16歳以上 18歳未満の自然人でも、主として自己の労働によって得た収入をもって
生計を立てる場合には、完全行為能力者とみなされる (第 12 条第 1項・第 13 条第 2項)。
10歳以上の未成年者や、自己の行為に対する弁識が不完全な者は制限行為能力者である
(第 12 条第 1項・第 13 条第 2項)。また、10歳未満の未成年者や自己の行為をまったく弁
識できない者は行為無能力者である (第 12 条第 2項・第 13 条第 1項)。制限行為能力者
や行為無能力者に対しては監護人が付されるが、通常は法定代理人である両親が監護人に


















げる建議条文があります。同建議稿は、2016 年 6 月 27 日に開催された第
十二回全国人民代表大会常務委員会第二十一次会議に提案され、審議され、







向を示しており、2010 年の離婚数は 267.8万組であり、前年度より 8.5%
増加しています。2014 年の離婚数は 363.7万組であり、5年間で 95.9万組
を増加しましたが、そのうち、協議離婚の数は、295.7万組です。2015 年
( 2 ) 中国人民代表会
















































































































































































































































































































































































































A 女と結婚一年後に性格が合わないため、2010 年 4 月に協議離婚をしま
した。中国では、日本民法のような女性離婚後における再婚禁止期間に関





した。X男は親子 DNA 鑑定を行うことを申立しましたが、A 女と B男









































て、Bの卵子を利用し Cに代理母を委任、2011 年 2 月に女子双子が生まれ、
偽造の出生医学証明をもって、Y、Aを実母と実父として戸籍に登記をし
ました。2014 年 2 月 7 日、Aは病気で亡くなりました。その後、双子は















しかし、双子が生まれてから Aが死亡まで、3 年間 YA夫婦は共同生活







































































































































「人事訴訟法」を制定しました。同法は、2004 年 4 月 1 日から施行されま
した。2011 年、日本は「家事審判法」を改正し、国民により理解しやす
く、時代のニーズに対応した「家事事件手続法」を制定しました。同法は
2013 年 1 月 1 日から施行されています。2008 年、ドイツは、家事事件に





し、「家事と非訟事件手続法」を制定しました。同法は 2009 年 9 月 1 日か
ら施行されることになりました。台湾地区では、2012 年に「家事事件法」






























































































































































































































































を適用するほか、最高人民法院が、1991 年 8 月 13 日に公布した「中国公
民が外国の離婚判決を承認の申立における手続上の問題に関する規定」と
( 1 ) 中国では、判決書と裁定書の法律文書があります。実体法上の紛争については、判決で
主文を下しますが、手続上の問題について、裁定で主文を下します。判決に対する不服の
控訴期間は 15 日となっていますが、裁定に対する不服の控訴期間は 10 日となっています。
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婚調停協議を承認する申立事案」では、1990 年 12 月、原告である丁映秋
が日本の大阪地方裁判所に離婚訴訟を提起し、裁判所の調停で、双方は、




















ないとして、1991 年 5 月 28 日に、次の内容の裁定をしました。即ち、日



















































































コ メ ン ト















































































































判所の審判として，児童福祉法 28 条 1項は平成 26 年に 279 件，同法 28










弁護士 (京都弁護士会) 小 原 路 絵
1．経歴等

































NY州では、2 年位 (直近 22ヶ月のうち 15ヶ月以上フォスターケアに
措置された子ども等) を目処に、再統合するのか、里親と養子縁組させる
などして、親子関係を終了させるかの判断を裁判所が行っていました。日
本の場合、これより長期化するケースも多いです。子どもの身分関係の安
214 (514)
定のためにはどちらが望ましいのか難しいと思います。
また、NY州では、虐待通告されると、州の記録に残り、今後の就職等
にまで支障を来します。そのため、冤罪で通告がなされた場合などの抹消
請求手続などが問題となっていました。
(2) 子の監護を巡る調停等の実態について
近年、父親の育児参加も広まり、離婚した夫婦の子を巡る争いが増えて
います。面会交流の申立も多く、かつてはそこまで面会交流に積極的でな
かった裁判所も原則面会で調停や審判に臨むことが多いです (民法改正も
あり。)。
かつては、母性優先や継続性の原則が親権や監護権の争いで考慮される
ことが多かったですが、近年はフレンドリーペアレントルールの考えを採
用した審判例も増えていると感じています。
連れ去り別居の場合でも、最初の連れ去り形態が問題にされ、子の引渡
等で、連れ去った現監護親 (母親のことが多い) から、非監護親に戻すよ
う判断された審判例も増えていると感じています。
以 上
215(515)
日中の児童保護に関する法とその課題
